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2011道本部組織労働局発第225号

　2011年４月５日
　各　地方本部・単組・総支部　委員長様　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自治労北海道本部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　執行委員長　山上　潔
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮城県・白石市外二町組合・白石市・七ヶ宿町・蔵王町当局への抗議打電の取り組み要請について
連日の取り組みに敬意を表します。
さて、震災の最中の４月１日、宮城県立の身体障害者療護施設「宮城県不忘園」が民間法人に移譲され、３月３１日、不忘園職員３３人に対して分限免職処分が発令されました。このうち２６人はやむを得ず民間法人での雇用を希望し、２名は交渉および自らの努力により他の自治体で採用されることとなりましたが、残る５名は公務員としての雇用の継続を求めたにもかかわらず拒否され、４月以降の雇用保障がないまま免職処分となりました。
宮城県は、不忘園の設置者であり、その運営方針、職員の採用・定員管理、賃金労働条件を実質的に決定していました。白石市外二町組合は宮城県不忘園の管理運営業務の委託を受け、不忘園職員の雇用主＝任命権者であり、また、白石市・七ヶ宿町・蔵王町は、白石市外二町組合を構成しその事務を共同して実施していました。したがって、宮城県、白石市外二町組合、白石市、七ヶ宿町、蔵王町は、それぞれ民間移譲に伴う職員の雇用に対して責任を負う立場にあります。
宮城県本部及び宮城県不忘園職員組合は、本件処分は解雇回避義務を果たさない違法な処分であると判断し、処分撤回・公務員としての雇用確保を求めて闘いを継続する決意です。
つきましては、下記の通り、宮城県・白石市外二町組合・白石市・七ヶ宿町・蔵王町当局への抗議打電行動による支援の取り組みを要請します。
記

１.　取り組み主体　　地方本部、単組・総支部

２.　打電先（レタックス、電報、郵送での取り組みとします）
　①宮城県知事　村井嘉浩（むらい　よしひろ）様　　
980－8570　宮城県仙台市青葉区本町３－８－１　県庁内　　
TEL　022－211－2212　　
　②白石（しろいし）市外二町組合　管理者　風間康静(かざま　こうじょう)様
989－0231　白石市福岡蔵本字下原沖36　公立刈田綜合病院内
TEL　0224－25－2145　　
　③白石市長　風間康静(かざま　こうじょう)様
989－0292　白石市大手町１－１　市役所内
TEL　0224－25－2111　　
　④七ヶ宿（しちかしゅく ）町長　梅津輝雄（うめつ　てるお）様
989－0592　宮城県刈田（かった）郡七ケ宿町字関126　役場内
TEL　0224－37－2111　　
　⑤蔵王町長　村上英人（むらかみ　ひでと）様
989－0892　宮城県刈田郡蔵王町大字円田（えんだ）字西浦北10　役場内
TEL　0224－33－2211　　
３.　抗議電例文
「白石市外二町組合が３月３１日付で、公務員としての雇用継続を求める自治労組合員５人に対して分限免職処分を行ったことに、強く抗議し、処分の撤回を求める。宮城県、白石市外二町組合、白石市、蔵王町、七ヶ宿町に対し、５人の組合員の公務員としての雇用を継続し職場を確保するように、強く要請する。」
４. 取り組み期間　　４月５日（火）～４月15日（金）

５．取組報告　　４月22日（金）までに、下記の報告書により、報告願います。　
６．その他　　　上記の打電宛先は東北地方太平洋沖地震の影響による配達困難地域とはなっていませんが、通常よりは日数を要する地域となっていますのでご承知おき願います。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【報告書】　報告＝道本部賃金労働部（櫛部・小杉）　FAX011-700-2053　　　　４月22日（金）まで
宮城県・白石市外二町組合・白石市・七ヶ宿町・蔵王町当局への抗議打電集約
単組・総支部名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告者名：　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　

	送付先
	送付した抗議電数

	①宮城県知事　村井嘉浩　様宛　
	　　　部

	②白石市外二町組合　管理者　風間康静 様宛
	部

	③白石市長　風間康静　様宛
	部

	④七ヶ宿町長　梅津輝雄 様宛
	部

	⑤蔵王町長　村上英人　様宛
	部


参考
宮城県不忘園職員組合・組合員５人に対する不当解雇
（分限免職処分）の経過と宮城県本部見解
２０１１年４月１日

自治労宮城県本部

１．宮城県不忘園が２０１１年４月１日から民間社会福祉法人に移譲されることに伴い、宮城県不忘園の管理運営業務の委託を受ける白石市外二町組合は、３月３１日、移譲先法人での雇用を希望せず公務員としての雇用の継続を求める組合員５人に対して、分限免職処分を行った。

２．宮城県は、不忘園の設置者であり、その運営方針、職員の採用・定員管理、賃金労働条件を実質的に決定していた。白石市外二町組合は不忘園職員の雇用主＝任命権者であり、また、白石市・七ヶ宿町・蔵王町は、白石市外二町組合を構成しその事務を共同して実施していた。したがって、宮城県、白石市外二町組合、白石市、七ヶ宿町、蔵王町は、それぞれ民間移譲に伴う職員の雇用に対して責任を負う立場にある。

３．不忘園が民間に移譲されたとしても、公務員として雇用されている組合員らには移譲先法人で働く義務はないことは当然であり、組合側は以前から、相当数の職員が公務員としての雇用継続を求めるであろうことを指摘し、その対応を求めてきた。そして、移譲先法人が決定し、その賃金水準が現在の３分の２程度に減少することを示した後に行った「意向調査」で、職員３９人中１１人が、法人での雇用を希望せず公務員としての雇用の継続を求めた。組合の要求と交渉等により、６人が白石市外二町組合、白石市、その他の自治体での雇用が確保されたが、残る５人については雇用が決まらないまま、３月３１日に分限免職処分を受けるに至った。

４．地方公務員法２８条は、「職の改廃」の場合職員の意に反して免職することが出来るとの規定をおいている。しかしこの規定は無制限の裁量行為ではなく、民間における整理解雇と同様の制約を受けるものである。すなわち、解雇（分限免職）の必要性があるか、解雇回避義務を果たしているか、解雇者の選定が妥当か、説明責任を果たしているか、などの要件を満たすことが必要であり、それを満たさずに行われた処分は、裁量権を逸脱し違法である。これに照らせば、県・白石市外二町組合・白石市・七ヶ宿町・蔵王町の関係団体を合わせれば８０００人ほども職員がいる中で、わずか５人の組合員を解雇しなければならない必要性はまったく認められない。解雇回避努力については、「法人に行って貰うしかない」「厳しい定員管理を実施している中で公務員としての雇用はできない」と繰り返すのみで、具体的な検討・努力を放棄した。移譲先法人の決定からわずか２ヶ月で最終意向調査を締め切るという拙速な対応であり、説明責任を果たしていない。このような解雇＝免職処分は違法である。

５．自治労宮城県本部及び不忘園職員組合は、宮城県・白石市外二町組合・白石市・七ヶ宿町・蔵王町に対し、不当処分の撤回と公務員としての雇用と職場の確保を求めて、法廷闘争、抗議行動、交渉などのあらゆる手段を講じて全力で闘いを進める決意である。本部並びに全国の組合員のご支援をお願いする。
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